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現在，小学校から大学までの教育課程において，「情報教育」が重視されている。

小学校においては「総合的な学習の時間」，中学校では「技術・家庭」，高等学校

では普通教科「情報」と専門教科「情報」といった科目が導入されている。また，

高等学校においては専門学科（商業高校・工業高校・総合学科など）独自の情報

教育が行われている。大学においては，教養科目としての「情報科学」のほか，

学部によっては専門科目としての情報教育を導入しているところもある。

しかしながら，例えば高等学校では，普通教科における情報教育でも，「社会

と情報」，「情報の科学」の 2科目があり，そこから 1 科目選択するしくみになっ

ている。これは，従来の「情報A」，「情報B」，「情報C」から改訂され，新たに

制定された学習指導要領によるものである。専門学科においても，学校若しくは

学科によって履修する科目は大きく異なっている。このことは，卒業時の習熟度

に大きな違いが生じる原因の一つであることを意味している。一方，大学入試に

おいて「情報科」の出題の必要性が指摘されつつあり，大学入試センター試験で

も平成29年以降の出題の可能性について現在検討中とされている。したがって，

高等学校にて大学入試に耐えられる内容を指導する必要が出てきている。

このような背景から本研究では，主に高等学校における情報教育の現状を本学
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商学部新入生にアンケート調査および分析し社会が必要とする情報技術を身に

つけるための課題などについて示していく。
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情報教育の現状と課題についての一考察

I はじめに

社会の情報化の進展に伴い，生活やビジネスの様々なところで情報通信技術が

活用されるようになってきた。これにより，学校教育においても情報化に対応し

た教育が求められるようになった。文部科学省が公表した学習指導要領において

も，小学校における「総合的な学習の時間」や中学校における「技術・家庭」な

どの科目でコンビュータやネットワークを活用したり，情報社会について学ぶ機

会を設けたりするようにしている。また，高等学校においては「情報科」を選択

必修科目として新設しすべての生徒が情報科について学ぶことを義務付けてい

る。

大学においては，教養科目としての「情報科学」のほか，学部によっては専門

科目としての情報教育を導入しているところもある。また，中央教育審議会の「学

士課程共通の学習成果に関する指針」において，大学生が身につけるべき汎用的

技能として情報リテラシー（情報教育）を掲げているなど， 小学校から大学まで

の教育課程において，「情報教育」が重視されていることがわかる。

しかしながら，例えば高等学校では，普通教科における情報教育でも，「社会

と情報」，「情報の科学」の 2科目があり，そこから 1 科目選択するしくみになっ

ている。これは，従来の「情報AJ，「情報BJ，「情報C」から改訂され，新たに

制定された学習指導要領によるものである。専門学科においても，学校または学

科によって履修する科目は大きく異なっている。このことは，卒業時の習熟度に

大きな違いが生じる原因の一つであることを意味している。

また，現在のところ ， 情報科は原則として大学入試での出題科目ではないため，

例えば商業高校の情報処理科などで資格取得を目指す学校を除色情報科の専任

の教員の配置が困難， 科目に対するモチベーションの維持が困難，標準単位数を

充足しないまま卒業してしまう といった問題も指摘されている。

このような背景から，本研究では主に高等学校における情報教育の現状を調査

および分析し社会が必要とする情報技術を身につけるための課題などについて

示していく。具体的には，まず文部科学省が公表した情報教育に関する学習指導

要領の特徴や変選について示す。そして，高等学校における情報教育の現状を分

析するために本学商学部新入生にアンケート調査を行い，高等学校で履修した情

報科の科目や時間数，これに対する企業で求められる情報処理能力の習熟度，大

学入学後の情報処理関連科目の理解度などについて示す。さらに，分析結果をも

とに，今後に向けた課題についても示していく。
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11 学習指導要領の特徴と変遷

学習指導要領は，学校教育法第52条および学校教育法施工規則第84条の規定に

基づいて，文部科学大臣による告示といった形で定めている。高等学校において

は，学習指導要領が高等学校教育についての一定の水準を確保するために法令に

基づいて国が定めた教育課程の基準であるため，各学校の教育課程の編成および

実施にあたっては，これに従わなければならない！ ） 。

情報教育については，高等学校における学科によって異なる。ここでは，それ

ぞれの学科ごとの情報教育の特徴および変遷について述べる。

1. 普通教科「情報」

社会の情報化の進展に伴い，学校教育においても情報化に対応した教育が求め

られるようになった。こうした中， 1996年に中央教育審議会が「21世紀を展望し

た我が国の教育の在り方について」と題する答申を行った 2 ）。そこで，情報化と

教育について推進すべき点として①情報教育の体系的な推進，②情報機器，情報

通信ネットワークの活用による学校教育の質的改善，③高度情報通信社会に対応

する「新しい学校」の構築，④情報社会の「影」の部分への対応，の 4点を示し

た。これを受け， 1997年に文部省「情報化の進展に対応した初等中等教育におけ

る情報教育の推進等に関する調査研究協力者会議（情報教育調査研究協力者会議）

が，体系的な情報教育の目標として①情報活用の実践力，②情報の科学的な理解，

③情報社会に参画する態度，の 3 つの観点を整理し提言を行った。 また，高等学

校については「高等学校では，普通教育に関する教科として教科『情報（仮称）』

を設置しその中に科目を複数設置する」と述べた 2 ）。そのうえで， 1998年の教

育課程審議会答申で「高等学校においては，情報手段の活用を図りながら情報を

適切に判断・分析するための知識・技能を習得させ，情報社会に主体的に対応す

る態度を育てることを内容とする教科『情報』を新設し必修とすることが適当で

ある」と述べた 2 ）。これにより， 2003年度新入生より高等学校にて必修科目とし

ての普通教科「情報」が新設されることとなり，「情報A」，「情報BJ，「情報C 」

の 3科目各科目の標準単位数は 2単位で組織され，このうち 1 科目を選択して

履修できるようにした。また，普通教科「情報」は必履修教科・科目であるため，

学習指導要領第 1 章総則第 3款の 1 に示されている ように，単位数を減じること

はできない。ただし商業科や工業科などにおける専門科目の履修によって，上

記科目と同様の成果が期待できる場合は，その専門科目にて上記科目の代替とす

ることカまできる 3 ） 。
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「情報A」は，コンピュータや情報通信ネットワークなどを活用して，情報を

収集・処理・発信できる基礎的な技能の習得に重点を置くとともに，情報を活用

する能力を育成することを目的とする科目である 2 I。このため，情報を活用する

ための工夫と情報機器，情報の収集・発信と情報機器の活用，情報の統合的な処

理とコンピュータの活用，情報機器の発達と生活の変化について学ぶことになる。

情報Aでは年間授業時間中1/2時間（35時間）以上が実習・演習に指定された。

「情報B」は，コンピュータにおける情報の表し方や処理のしくみ，情報社会

を支える情報技術の役割や影響を理解し，コンビュータを活用した問題解決の学

習を通じて，「情報の科学的理解」を深めることを目的とする科目である 2 1。こ

のため，問題解決とコンビュータの活用，コンビュータのしくみと働色問題の

モデル化とコ ンピュー タを活用した解決，情報社会を支える情報技術について学

ぶことになる。情報Bでは年間授業時間中1/3時間（24時間）以上が実習・演習

に指定された。

「情報C」は，情報のデジタル化や情報通信ネットワークの特性を理解し情

報の表現方法やコミュニケーションについての学習，実際の調査活動，情報社会

の理解を通して「情報活用の実践力」を高めるとともに「情報社会に参画する態

度」を育成することを目的とする科目である 2）。これに関連し情報機器や情報

通信ネットワークのしくみや特性などの「情報の科学的な理解」も併せて育成す

る。このため，情報のデジタル化，情報通信ネットワークとコミュニケーション，

情報の収集・発信と個人の責任，情報化の進展と社会への影響について学ぶこと

になる。情報Cでは年間授業時間中1/3時間（24時間）以上が実習・演習に指定

された。

そして， 2010年に文部科学省において新たな学習指導要領が公開され，普通教

科「情報」については，「社会と情報」と「情報の科学」の 2 科目編成に改訂され，

2013年の入学生から適用されることになった 4 I 。

2. 専門教科「情報j

情報社会の発展などにより，情報通信産業や情報コンテンツの企画・開発を行

う企業が誕生したほか，既存の企業でも情報システムの構築や運用を行う部門の

割合が増加してきた 51。こうした中，情報通信産業の雇用規模が増加し，プログ

ラマやシステムエンジニアなどソフトウェアの開発や管理・運用を担当する技術

者の育成が重要な課題となっている。これを受け， 1998年に理科教育および産業

教育審議会は文部省に対し「従来の教科『工業』，『商業』等での情報教育では十

分に対応できないため，専門教育に関する教科『情報』を新たに設置する必要が

ある」と答申した 51。専門教科「情報」は，「情報の各分野に関する基礎的・基

5 
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本的知識と技術を習得させ，現代社会における情報の意義や役割を理解させると

ともに，高度情報通信社会の諸課題を主体的，合理的に解決し社会の発展に図

る創造的な能力と実践的な態度を育てる」ことを目標としている 2 ）。

専門教科「情報」の科目編成は，「システム設計・管理分野J，「共通分野」，「マ

ルチメディア分野」の 3分野からなる。システム設計・管理分野では，「アルゴ

リズム」，「情報システムの開発」，「ネットワークシステム」の科目を設定した。

共通分野では，「情報産業と社会」，「情報と表現」，「モデル化とシミュレーショ

ン」，「課題研究」，「情報実習」の科目を設定した。マルチメディア分野では，「コ

ンピュータデザイン」，「図形と画像の処理」，「マルチメディア表現」の科目を設

定した。このうち，「情報産業と社会」と「課題研究」は必修科目としている 5 ）。

また，専門教科「情報」の科目に配当する年間授業時間中1/2時間以上が実習・

演習に指定された。

「アルゴリズム」は，データ構造と代表的なアルゴリズムに関する知識と技術

を習得させ，実際に活用する能力と態度を育てることを目標とした科目である。

このため，数値計算の基礎，データの型とデータの構造，整列，探索，データベー

スの概要について学ぶことになる。

「情報システムの開発」は，情報システムの設計に関する知識と技術を習得させ，

実際に活用する能力と態度を育てることを目標とした科目である。このため，情

報システムの概要，情報システムの設計，ソフトウェアテスト，運用保守につい

て学ぶことになる。

「ネットワークシステム」は，情報通信ネットワークシステムに関する知識と

技術を習得させ，実際に活用する能力と態度を育てることを目標とした科目であ

る。このため，ネットワークの基礎，ネットワークの構築，ネットワークの運用

と保守，ネットワークの安全対策について学ぶことになる。

「情報産業と社会」は，情報産業と社会のかかわりについての基本的な知識を

習得させ，情報への興味や関心を高めるとともに，情報に関する広い視野を養い，

創造する力を伸ばし社会の発展を図る能力と態度を育てることを目標とした科

目である。このため，情報化と社会，情報化を支える科学技術について学ぶこと

になる。

「情報と表現」は，情報と表現に関する基礎的・基本的な知識と技術を習得させ，

表現力を伸ばすとともに，情報を適切に表現する能力と態度を育てることを目標

とした科目である。このため 情報活用とメディア，情報活用の基礎，情報発信

の基礎について学ぶことになる。

「モデル化とシミュレーション」は，様々な現象を数理的に捉え，コンピュー

タで解析し視覚化するための知識と技術を習得させ，実際に活用する能力と態
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度を育てることを目標とした科目である。このため，モデル化とその解法，現象

のモデル化とシミュレーションについて学ぶことになる。

「課題研究」は，情報に関する課題を設定しその課題の解決を図る学習を通

して，専門的な知識と技術の深化，総合化を図るとともに，問題解決の能力や自

発的，創造的な学習態度を育てることを目標とした科目である。このため，調査・

研究・実験，作品の制作，産業現場における実習，職業資格について学ぶことに

なる。

「情報実習」は，各専門分野に関する技術を実際の授業を通して総合的に習得

させ，技術革新に主体的に対応できる能力と態度を育てることを目標とした科目

である。このため，基礎的な情報実習，システム設計・管理に関する実習，マル

チメディアに関する実習について学ぶことになる。

「コンピュータデザイン」は コンビュー タによるデザインに関する基礎的な

知識と技術を習得させ，実際に創造し応用する能力と態度を育てることを目標と

した科目である。このため，造形表現の基礎，コンビュータデザインの基礎，コ

ンピュータデザインの基本要素と構成について学ぶことになる。

「図形と画像の処理」は，コンピュータによる図形と画像の処理技法に関する

知識と技術を習得させ，実際に活用する能力と態度を育てることを目標とした科

目である。このため， 図形の表現，画像のデジタル化，画像の変換と合成につい

て学ぶことになる。

「マルチメディア表現」は，マルチメディアによる表現活動を通して，マルチ

メディアによる伝達効果とその性質について理解させ 作品を構成し企画する実

践的な能力と態度を育てることを目標とした科目である。このため，静止画の設

計と表現，動画の設計と表現，音・音楽の設計と表現，作品制作について学ぶこ

とになる。

そして， 2010年に文部科学省において新たな学習指導要領が公開され，専門教

科「情報」については，「情報産業と社会」，「課題研究」，「情報の表現と管理」，「情

報と問題解決」，「情報テクノロジー」，「アルゴリズムとプログラム」，「ネットワー

クシステム」，「データベース」，「情報システム実習」，「情報メディァ」，「情報デ

ザイン」，「表現メディアの編集と表現」，「情報コンテンツ実習」の13科目編成に

改訂されることになった 4 ） 。

3. 商業科における 「情報J

1960年代後半から日本の技術革新が進み，製造業だけでなく企業の一般事務な

どでもコンビュータが導入され，高等学校における商業科でも情報処理教育が重

要視されるようになってきた 6 ）。 また， 1970年の学習指導要領改訂の際に，商業

7 
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教育の多様化・細分化が示され，商業科には「商業科」，「経理科」，「事務科」，「情

報処理科」，「秘書科」，「営業科J，「貿易科」の 7つの小学科が設定されることと

なった 7 ）。このとき ， 情報処理科では学科の目標として「事務および電子計算機

の利用に関する知識と技術を習得させ，情報処理に関する事務に従事する者を養

成する」とした 6 ） 。 7 ）。 情報処理に関する科目として，「電子計算機一般」，「プロ

グラミング I 」，「プログラミング E」，「事務管理」（一部）を設定した 6 ）。「電子

計算機一般」では，目標を「電子計算機についての一般的な知識を習得させる」，

「電子計算機によって情報を処理する基礎的能力と態度を養う」とした。「プログ

ラミング I 」では，目標を「電子計算機のプログラミングについての基礎的な技

術を習得させる」，「プログラミングを通して，情報を合理的に処理する能力と態

度を養う」とした。「プログラミング E 」では， 目標を「経営管理に必要な情報

を電子計算機によって処理するプログラミングの技術を習得させる」，「プログラ

ミングを通して，情報を合理的に処理する能力と態度を養う」とした。

1978年の学習指導要領改訂の際には，小学科を「商業科」，「経理科」，「事務科J.

「情報処理科」，「営業科J の 5 っとし情報処理に関する科目を「情報処理科目群」

として「情報処理 I 」， 「情報処理 E 」，「経営数学」を設定した 6 ). 8 ） 。 1989年の

学習指導要領改訂の際には，情報に関する教育の充実を図るため，新たな教育内

容としてソフトウェアに関する知識や技術，システム技術などを用意し情報処

理科の目標として「主として’情報処理に関する分野についての知識と技術を習得

させ，情報処理に関する活動に適切に対応するための能力と態度を育てる」とし

た 6 ). 9 ）。「情報処理科目群」としては「情報処理」，「文書処理」，「プログラミング」，

「情報管理」，「経営情報」を設定した 6 ). 9 ） 。 1999年の学習指導要領改訂の際には，

標準的な学科が学習指導要領上に示されていないため，小学科についてはそれぞ

れの設置者や学校で検討し決定することとなった 6 ）。情報処理関連の科目は「経

営情報科目群」とし「情報処理」，「ビジネス情報」，「文書デザインJ，「プログ

ラミング」を設定した 6 ）。また，商業科で学ぶ基礎的・基本的な内容を理解する

ために「ビジネス基礎」という科目も設定した 9 ）。すべての高校生にとって必修

となった教科「情報」については，商業科における「情報処理」で代替可能とした。

したがって，小学科を問わず，すべての商業科高校生が「情報処理」を履修する。

2009年の学習指導要領改訂の際には， ICT の急速な発展やビジネスの情報化に

対応し情報処理関連の科目を「商業の各分野J における「ビジネス情報分野」

に含め，「情報処理」，「ビジネス情報J，「電子商取引」，「プログラミング」，「ビ

ジネス情報管理」を設定した 6 ). 10）。

「情報処理」は， ビジネスに関する情報を収集・処理・分析し表現する知識

と技術を習得させ，情報の意義や役割について理解させるとともに，ビジネスの
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諸活動において’情報を主体的に活用する能力と態度を育てることを目標とした科

目である。このため，情報の活用と情報モラル， 情報通信ネットワークとセキュ

リティ管理，ビジネス情報の処理と分析，ビジネス文書の作成，プレゼンテーショ

ンについて学ぶことになる。

「ビジネス情報」は，情報通信ネットワークの導入やソフトウェアの活用に関

する知識と技術を習得させ，情報を効率的に処理することの重要性について理解

させるとともに，ビジネスの諸活動においてコンピュータを適切に運用する能力

と態度を育てることを目標とした科目である。このため，オフィス業務と情報通

信ネットワーク，表計算ソフトウェアの活用，データベースソフトウェアの活用，

ソフトウェアを活用したシステム開発について学ぶことになる。

「電子商取引」は，情報通信ネットワークを活用した商取引や広告・広報に関

する知識と技術を習得させ， 情報通信ネットワークを活用することの意義や課題

について理解させるとともに， 情報通信技術を電子商取引に応用する能力と態度

を育てることを目標とした科目である。このため 情報通信技術の進歩とビジネ

ス，コンテンツの制作， ウェブデザインと広告・広報，ウェブページの公開，電

子商取引とビジネスについて学ぶことになる。

「プログラミング」は， プログラミングに関する知識と技術を習得させ，プロ

グラムの役割や重要性について理解させるとともに， ビジネスの諸活動において

コンビュータを合理的に活用する能力と態度を育てることを目標とした科目であ

る 。 このため，コンピュータとプログラム，プログラミングの基礎，プログラミ

ングの応用，ソフトウェア，ハードウェアについて学ぶことになる。

「ビジネス情報管理」は，情報通信ネットワークやビジネス情報システムに関

する知識と技術を習得させ ビジネスの諸活動において情報を管理し共有する

ことの意義や必要性について理解させるとともに， 業務の合理化を積極的に推進

する能力と態度を育てることを目標とした科目である。このため，ビジネスと情

報システム，情報通信ネットワークの構築と運用管理，ビジネス情報システムの

開発について学ぶことになる。

4. 工業科における「情報J

1970年代頃からエレクトロニクス産業が発展し，工業高校でも電子技術や半導

体技術なとキのハードウェアを扱う学科が増えてきたll ）。その後， IT 産業が工業

の主流の 1 つを占めるようになり，従来から存在する「電子科」ゃ「電子技術科」

でも情報技術関連の科目を開講するほか，「情報技術科」，「情報デザイン科」な

と情報技術を専門的に学ぶ学科も増えるようになった。 2000年に公表された学

習指導要領では，「各学科において共通に履修させる科目」として「情報技術基礎」

9 
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を設置したほか，「電子情報技術J，「プログラミング技術」， 「ハードウェア技術J .

「ソフトウェア技術」，「マルチメディア応用」といった情報技術関連科目を設け

た12） 。 すべての高校生にとって必修となった教科「情報」については，工業科に

おける「情報技術基礎」で代替可能とした。したがって，小学科を問わず，すべ

ての工業科高校生が「情報技術基礎」を履修する。

2009年の学習指導要領改訂の際には，情報化とネットワーク化の進展に対応し，

「工業の各分野における基礎科目」として「情報技術基礎」など9科目を設置し

たほか，「電子情報技術J，「プログラミング技術」， 「ハードウェア技術J，「ソフ

トウェア技術」，「コンピュータシステム技術」といった情報技術関連科目を設け

た121 0 

「情報技術基礎」は，社会における情報化の進展と情報の意義や役割を理解さ

せるとともに，情報技術に関する知識と技術を習得させ，工業の各分野において

情報および情報手段を主体的に活用する能力と態度を育てることを目標とした科

目である。このため， 産業社会と情報技術，コンピュータの基礎，コンビュータ

システム，プログラミングの基礎，コンビュータ制御の基礎，情報技術の活用に

ついて学ぶことになる。

「電子情報技術」は， 電子情報技術に関する知識と技術を習得させ，実際に活

用する能力と態度を育てることを目標とした科目である。このため，コンビュー

タの電子回路，コンピュータの構成と機能，コンビュータ制御，コンピュータの

利用と電子情報技術について学ぶことになる。

「プログラミング技術」は，コンビュータのプログラミングに関する知識と技

術を習得させ，実際に活用する能力と態度を育てることを目標とした科目である。

このため， プログラミング技法， 応用的プログラム ， プログラム開発について学

ぶことになる。

「ハードウェアナ支術」は，コンピュータのハードウェアに関する知識と t支術を

習得させ， 実際に活用する能力と態度を育てることを目標とした科目である。こ

のため，ハードウェアの基礎， ハードウェアの構成，制御技術，マイクロコンピュー

タの組込み技術，組込みソフトウェアについて学ぶことになる。

「ソフトウェア技術」は，コンピュータのソフトウェアに関する知識と技術を

習得させ，実際に活用する能力と態度を育てることを目標とした科目である。こ

のため， ソフトウェア，オベレーテイングシステム ， セキュリティ技術について

学ぶことになる。

「コンピュータシステム技術」は，コンピュータシステムに関する知識と技術

を習得させ， 実際に活用する能力と態度を育てることを目標とした科目である。

このため，コンビュータ システム技術，ネットワーク技術，データベース技術，
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マルチメディア技術について学ぶことになる。

また，工業科においては，原則として工業に関する科目に配当する年間授業時

間中5/10以上が実験・実習に指定された。

m 高等学校における情報教育の現状

高等学校における情報教育の現状を分析することを目的に， 2013年 7 月に本学

商学部新入生249名に「高校時代に学んだ情報教育についての調査」（アンケート

調査）を行った。調査対象を新入生としたのは，高校時代に学んだ内容について

の記憶が比較的鮮明と考えられることによる。調査項目は，卒業した高校の学科，

高校時代に履修した情報関連の科目について（科目名，単位数，学年）のほか，

企業で求められる情報処理能力13） の習得の有無，高校時代にもっと学びたかっ

た内容，大学入学後の情報処理関連科目（情報リテラシー，データ分析，プログ

ラミングなど）を難しいと感じるか，についてである。

表 1 に，調査を行った本学商学部新入生の出身学科の内訳を示す。

表 1 出身学科

出身学科 人数

普通科 145 
一一一一一一→

商業科・総合学科 101 
（情報処理科） (26) 

工業科 3 
（情報技術科） ( 1) 

※ ( ）は内数

表 1 における総合学科は，情報系列（情報ビジネス系列）または流通管理系列

などの区分である。表 2 ～ 3 に，高校時代に履修した情報関連の科目についての

回答の分布を示す。

表2 高校時代に履修した情報関連の科目（普通科出身）

科目名 人数 % 

情報Aのみ 105 72.4% 

情報Bのみ 6 4.1% 

情報Cのみ 4 2.8% 

情報A と情報B 7 4.8% 

情報Aと情報C 。 0.0% 

情報B と情報C 1 0.7% 

情報A ・ B·C全て 9 6.2% 

上記以外 7 4.8% 

全く履修しなかった 6 4.1% 

11 
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表3 高校時代に履修した情報関連の科目（商業科・総合学科出身）

科目名 情報処理科 左記以外

情報処理 25 62 

ビジネス情報 25 46 

文書デザイン 19 39 

プログラミング 21 11 

その他 1 23 

表 2 に示したように，普通科出身の 7割以上が「情報A」のみを履修していた

ことがわかる。表 3 における「その他」には，「情報A」（ 8 名），「情報B」（ 2 名），

「課題研究」（ 5 名），「情報C」，「情報産業と社会」，「ネットワークシステム」，「図

形と画像の処理」，「ハードウェア技術」，「ソフトウェア技術J，「電子情報技術」，

「情報技術基礎」（いずれも 1 名）が含まれる。このことから，商業科や総合学科

においても普通教科「情報」を履修している高校があることがわかる。なお，工

業科においては，情報技術科出身の学生 (1 名）が「ハードウェア基礎」と回答

し情報技術科以外の出身の学生 (1 名）が「電子情報技術」と回答した。これ

以外の学生は，「覚えていない」との回答であった。工業科については調査対象

の学生が4名であるので，本論文では，普通科と商業科・総合学科での情報教育

の現状を中心に分析していく。表4 に普通科高校出身者の高校在校時における情

報関連科目の配当時間についての回答結果を示す。

表4 情報科の配当時間（普通科出身）

人数 % 

週 2 時間 1 年間 16 11.0% 

週 1 時間 2年間 13 9.0% 

週 1 時間 1 年間 54 37.2% 

覚えていない 48 33.1 % 

上記以外 8 5.5% 

未履修 6 4.1% 

表4 に示したように，少なくとも40%以上の学生が標準単位数（ 2単位）を充

足していないと回答していることがわかる。表 5 に，商業科・総合学科出身者の

高校在校時における情報関連科目の配当時聞を示す。

表 5 に示したように，「覚えていない」に回答した学生を除き，少なくとも

88%の学生が標準単位数（ 2 単位）を充足していることがわかる。その反面， 6 

名の学生が標準単位数を充足していないこともわかった。表6 ～ 8 に，高校時に

情報科を履修したことによって身についた，企業で求められる情報処理能力につ

いての回答結果を示す。
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表5 情報科の配当時間（商業科・総合学科出身）

情報処理科 左記以外

10時間以上 6 4 

9 時間 。 6 

8 時間 1 3 

7 時間 。 1 

6 時間 。 6 

5 時間 。 1 

4 時間 1 5 

3 時間 。 5 

2 時間 。 5 

1 時間 。 6 

覚えていない 18 33 

表6 身についた能力（普通科／履修科目別）

情報A 情報B 情報C

情報社会で必要なスキル・情報技術を用いたビジネスのスキル 10% 17% 25% 

社会を支える様々な情報システムの知識 10% 17% 0% 

情報弱者（デジタルデバイド）についての問題意識 9% 0% 50% 

サイバー犯罪・知的財産権やプライバシーについての知識 34% 17% 75% 

情報ネットワークやセキュリティについての知識 22% 17% 50% 

データを分析する方法 6% 。% 25% 

情報システムの作成手順についての知識 10% 0% 0% 

コンピュータや周辺装置の仕組みについての知識 16% 17% 25% 

新しい情報技術（ 3 D プリンタやAR技術）の知識 5% 0% 25% 

表7 身についた能力（普通科／履修時間別）

2 時間以上 2 時間未満

情報社会で必要なスキル・情報技術を用いたビジネスのスキル 14% 8% 

社会を支える様々な情報システムの知識 17% 3% 

情報弱者（デジタルデバイド）についての問題意識 7% 12% 

サイバー犯罪・知的財産権やプライバシーについての知識 52% 30% 

情報ネットワークやセキュリティについての知識 38% 20% 

データを分析する方法 7% 3% 

情報システムの作成手順についての知識 7% 5% 

コンビュータや周辺装置の仕組みについての知識 24% 13% 

新しい情報技術（ 3 D プリンタやAR技術）の知識 10% 3% 

13 
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表8 身についた能力（商業科・専門学科／学科別）

情報処理科 左記以外

情報社会で必要なスキル・情報技術を用いたビジネスのスキル 73% 48% 

社会を支える様々な情報システムの知識 38% 31% 

情報弱者（デジタルデパイド）についての問題意識 27% 21% 

サイバー犯罪・知的財産権やプライバシーについての知識 54% 51% 

情報ネットワークやセキュリティについての知識 50% 41% 

データを分析する方法 54% 39% 

情報システムの作成手順についての知識 38% 41 % 

コンピュータや周辺装置の仕組みについての知識 54% 51% 

新しい情報技術 （ 3 D プリ ンタやAR技術）の知識 12% 8% 

表 6 から，普通科においてはいずれの科目でも「サイバー犯罪・ 知的財産権や

プライパシーについての知識」，「情報ネッ ト ワークやセキュリティについての知

識」， 「コンピュータや周辺装置の仕組みについての知識」などが身についたと 回

答した学生が比較的多いことがわかる。表7 を見ると，「情報弱者（デジタルデ

パイド）についての問題意識」を除j 企業で求められる情報処理能力について

は標準単位数を充足した学生が未充足の学生を上回っていることがわかる。表8

を見ると，商業高校および総合学科においては，情報処理科がこれ以外の学生を

上回っていることがわかる。表 9 ～lUこ，高校時代にもっと学びたかった内容に

ついての回答結果を示す。

表9 高校時代にもっと学びたかった内容（普通科／履修科目別）

情報A 情報B 情報C

インタ ーネットやメ ールの活用方法 16% 17% 0% 

ワープロソフトの活用方法 50% 33% 75% 

表計算ソフ ト の活用方法 38% 17% 50% 

デー タベースソフトの活用方法 30% 50% 0% 

プレゼンテーションソフ ト の活用方法 35% 33% 0% 

ホームページの作成 27% 50% 0% 

フ。ロ グ、ラミングr 37% 33% 50% 

グラフイツクテ、ザ、イン 26% 17% 50% 

コンビュータのハー ドウェアやソフトウェア 22% 50% 25% 

ネッ ト ワーク技術 24% 33% 25% 

セキュリティ対策 21% 50% 0% 

携帯情報端末（スマー ト フォンやiPadなど）の活用 18% 33% 25% 

社会における情報システムの活用 10% 0% 0% 

インタ ーネットや携帯情報端末上のモラル・法律など 7% 17% 0% 

その他 0% 0% 0% 
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表 10 高校時代にもっと学び、たかった内容（普通科／履修時間別）

2 時間以上 2時間未満

インターネットやメールの活用方法 7% 27% 

ワープロソフトの活用方法 55% 50% 

表計算ソフトの活用方法 45% 38% 

データベースソフトの活用方法 45% 35% 

プレゼンテーションソフトの活用方法 31% 27% 

ホームページの作成 28% 23% 

プログラミング 38% 38% 

グラフイツクテ、ザイン 21% 25% 

コンピュータのハードウェアやソフトウェア 34% 22% 

ネットワーク技術 34% 28% 

セキュリティ対策 24% 15% 

携帯情報端末（スマートフォンやiPadなど）の活用 14% 15% 

社会における情報システムの活用 3% 12% 

インターネットや携帯情報端末上のモラル・法律など 7% 3% 

その他 0% 0% 

表 11 高校時代にもっと学びたかった内容（商業科・専門学科／学科別）

情報処理科 左記以外

インターネットやメールの活用方法 0% 8% 

ワープロソフトの活用方法 15% 25% 

表計算ソフトの活用方法 15% 15% 

データベースソフトの活用方法 15% 11% 

プレゼンテーションソフトの活用方法 15% 28% 

ホームページの作成 15% 17% 

ブ’ログラミング 35% 35% 

グラフ イ ックデザイ ン 15% 21% 

コンピュータのハードウェアやソフトウェア 12% 12% 

ネットワーク技術 27% 21% 

セキュリティ対策 27% 21% 

携帯情報端末（スマートフォンやiPadなど）の活用 31% 24% 

社会における情報システムの活用 8% 9% 

インターネットや携帯情報端末上のモラル・法律など 0% 4% 

その他 0% 0% 

表9 を見ると，高校時代にもっと学び、たかった内容として，情報Aを履修した

学生は「ワープロソフトの活用方法j が最も多く 次いで、「表計算ソフトの活用

方法」と「データベースソフトの活用方法」が多いことがわかった。情報B を履

修した学生は「ホームページの作成」，「コンピュータのハードウェアやソフト

ウェア」，「セキュリティ対策」が，それぞれ50% と最も多いことがわかった。情

15 
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報C を履修した学生は「プログラミング」と「グラフィックデザイン」が，それ

ぞれ50% と最も多いことがわかった。表10を見ると，履修時間にかかわらず，高

校時代にもっと学びたかった内容として「ワープロソフトの活用方法」が最も多

いことがわかった。表11 を見ると，商業高校の情報処理科の卒業生においては高

校時代にもっと学びたかった内容として「プログラミング」が最も多く，次いで

「携帯情報端末（スマートフォンや iPad など）の活用」が多いことがわかった。

情報処理科以外の商業高校・総合学科卒業生においても高校時代にもっと学びた

かった内容として「プログラミング」が最も多く，次いで、「ワープロソフトの活

用方法」が多いことがわかった。最後に，大学入学後（高校卒業後）の情報処理

関連科目を難しいと感じるかについての回答結果を表12～14に示す。

表 12 大学入学後の情報処理関連科目について（普通科／履修科目別）

科目名 とても簡単 どちらかといえば簡単 どちらかといえば難しい とても難しい

情報Aのみ 3% 36% 54% 7% 

情報Bのみ 0% 33% 67% 0% 

情報Cのみ 0% 67% 33% 0% 

情報A と情報B 0% 14% 86% 0% 

’情幸~A と情幸Ec 0% 0% 0% 0% 

情報B と情報C 0% 。% 100% 0% 

情報A ・ B·C全て 0% 44% 44% 11% 

上記以外 0% 71% 29% 0% 

未履修 0% 20% 80% 0% 

表 13 大学入学後の情報処理関連科目について（普通科／履修時間別）

とても簡単 どちらかといえば簡単 どちらかといえば難しい とても難しい

週 2 時間 1 年間 0% 44% 50% 6% 

週 1 時間 2年間 0% 43% 43% 14% 

週 1 時間 1 年間 5% 44% 46% 5% 

覚えていない 14% 43% 43% 0% 

未履修 0% 20% 80% 0% 

表 14 大学入学後の情報処理関連科目について（商業科・専門学科／学科別）

情報処理科

上記以外

とても簡単｜どちらかといえば簡単｜どちらかといえば難しい｜とても難しい
9% I s2% I 9% I 0% 

8% 50% 34% 8% 
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表12を見ると，「情報Aのみ履修」，「情報Bのみ履修」いずれも「どちらかと

いえば難しいj が最も多い比率となったが，「情報Cのみ履修」の学生は「どち

らかといえば簡単」が最も多いことがわかった。表13を見ると，教科「情報」を

合計 2 単位履修した学生と 1 単位履修した学生で難易度に大きな違いがないこと

がわかった。ただし未履修の学生については「どちらかといえば難しいJ が最

も多い比率となった。表14を見ると，商業科および総合学科においては，普通科

卒業生よりも「とても簡単」または「どちらかといえば簡単」と感じている学生

が多いことがわかる。特に，情報処理科卒業生は90%以上の学生が大学入学後の

情報処理関連科目を簡単と感じていることがわかる。

N 今後に向けた課題

表2 および表4 でも示したように，現在の普通科高校において，教科「情報」

の標準単位数を充足していない学校が40%以上存在することがわかった。また，

企業で求められる情報処理能力を習得した学生の比率について，すべての項目で

標準単位数を充足した学生が未充足の学生を上回っていた。標準単位数を充足し

ていない高校については，改善する必要があると考えられる。

しかしながら，表12および表13でも示したように，大学入学後の情報処理関連

科目については高校時の受講時間数が 1 単位であっても 2単位であっても大きな

違いがないことがわかった。このことは，大学での情報リテラシー教育が必ずし

も高校卒業時の習熟度に対応していないことが考えられる。また，高等学校にお

ける情報科の教育内容や担当教員のスキルが必ずしも高いとは限らないことも考

えられる。特に，情報科は大学入試に対応した科目ではないため，生徒や教員の

モチベーションを維持するのが困難であることも考えられる。 また，都道府県や

高校によっては，情報科の専任教員を採用せずに他教科の免許を取得している教

員が兼務といった形で指導するところもある 14) . 15 ）。今後は，こういった問題を改

善する必要があると考えられる。

2013年の高等学校入学生より新たな学習指導要領が適用され，教科「情報」に

ついては「社会と情報」と「情報の科学」から選択履修することになる。また，

新たな学習指導要領では，各科目は複数年次にまたがる履修ではなく，原則とし

て同一年次で履修させることになった。今後は，これを踏まえた学習効果につい

て検証する必要がある。

また，現在は大学入試センター試験での情報科に関する出題科目として，「情

報関係基礎」だけがある。この科目は，職業教育を主とする農業，工業，商業，

水産，家庭，看護，情報及び福祉の 8教科に設定されている情報に関する基礎的

17 
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科目を出題範囲としたものである 16）。 今後，普通教科「情報」の出題については

2016年度大学入試センター試験までは対象外であるものの， 2017年度以降につい

ては引き続き検討中とのことで、あった17）。 大学入試において普通教科「情報」が

出題範囲となれば，高等学校における情報科の教員採用や配置についても必然的

に対応せざるを得なくなり，また生徒や教員のモチベーションも向上するため，

情報教育も現状より充実したものになると考えることができる。

商業科および総合学科においては，表8 および表14でも示したように，「企業

で求められる情報処理能力」で「身についた」と回答した学生の比率，「大学入

学後の情報処理関連科目」で「とても簡単」または「どちらかといえば簡単」と

回答している学生の比率のいずれも，情報処理科出身が他の学科に比べて高い。

これは，他の学科に比べて高校時代の情報処理関連の科目の履修時間数が多いこ

とが原因として考えられる。また，情報処理科以外の商業科・総合学科については，

簿記検定など他の分野の検定合格を優先して学んでいる生徒も多いため，情報処

理関連の内容に対するモチベーションが低かったことも原因として考えられる。

また，商業科・総合学科の卒業生の 8 ～ 9%が大学入学後の情報処理関連科目

を「とても簡単」と考えていることがわかった。現在，本学商学部では，高校時

代に合格した資格・検定に応じて「情報リテラシー」の単位認定を行い， 1 年次

でも 2 年次配当科目である「データ分析」や「プログラミング」を特例で履修可

能としている。しかしながら，「とても簡単」と回答していることは，習熟度の

高い学生が「簡単すぎて不満」と感じていることも考えられる。今後は，初年次

教育において習熟度ごとのクラス編成，単位認定制度の見直しなど，あらためて

検討する必要があると考えられる。また，現在は高大連携を積極的に導入すべき

との指摘もされている 18）。商業高校においても高大連携の一環として，高校生や

高校教職員を対象とした，大学教員または大学生による「Java勉強会」ゃ出前授業，

授業交流なども行いつつある。今後は，これらの事業を充実させながら，習熟度

の高い生徒についてもサポートできる体制を構築する必要もある。

v むすび

本論文では，主に高等学校を対象に情報教育の現状や課題について示した。普

通科高校においては，教科「情報」の標準単位数を充足していない高校が40%以

上存在するため，改善の余地があることを示した。しかしながら，高校時の履修

単位数が 1 単位であっても 2単位であっても，大学入学後の情報関連科目の理解

度に大きな違いがないこともわかった。したがって，単に高校での情報教育の時

間数を改善するだけでなく，生徒や教員の情報科に対するモチベーションを維持
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する方法，そして大学での情報関連の初年次教育についてもあらためて検討する

必要があることと考えられる。

商業科においては，学科等によって大学入学後の情報関連科目の理解度に習熟

度に大きな違いが生じることがわかった。特に，情報処理科卒業生など習熟度の

高い学生に対して，大学においても情報教育の方法をさらに改善する必要がある

ことを示した。

今後は， 2013年より適用された新たな学習指導要領での教育効果などについて

検証するとともに，小学校，中学校，および大学での情報教育の現状や課題につ

いても検討する予定である。

なお，アンケー ト調査の実施および分析にあたっては，本学商学部新入生およ

び在学生・卒業生にご協力いただいた。ここに御礼申し上げる次第である。また，

本研究の一部は産業研究所平成25年度研究プロジェクトによるものである。
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